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日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

相互協議（MAP）に関する新規定 240/PMK.03/2014 

インドネシア財務省は 2014 年 12 月 22 日付で

相互協議（Mutual Agreement Procedure：以
下「MAP」）の導入に関して既存の規定のアップ

デ ー ト と な る 財 務 省 令 240 号

（No.240/PMK.03/2014（以下「PMK-240））を
発行した。この新規定は 2014 年 12 月 22 日よ

り有効であり、当規定の発行前に MAP の申請

が行われ、結論が出されていない手続中のも

のにも適用される。主な要点は以下のとおりで

ある。 

(1) MAP の申請期限 

この規定では MAP の申請は初回の課税通知

以降、租税条約に定められた期限内に提出す

ることとされている。初回の課税通知とは 1) 税
務更正通知（tax assessment letter）、2) 法人

税の源泉徴収の日または証憑の回収日、3) 
国税総局（the Director General of Taxation：
以下「DGT」）によって定められるその他の時点

となる。 

MAP の申請は税務裁判の最終公判の後に行

うことはできない。 

(2) 国内の税務係争手続の継続 

PMK-240 は 2011 年政令 74 号（Government 
Regulation No. 74 of 2011（以下「GR-74」））で
定められたことを強化するものである。納税者

は国内の税務係争の手続を継続しつつ、MAP
の申請も可能であり、これは不服申立ての申請、

税務裁判への控訴、誤った税務更正通知の減

額や取消し申請も含まれる。 

MAP の相互協議による合意が税務更正通知

の後で、まだ納税者が不服申立てや更正通知

の減額または取消しの申請をしていない（また

は前述の救済措置を申請したものの一定要件

を満たさず却下された場合）、DGT は合意内容

に沿って更正通知を修正する。 

MAP の相互協議による合意が、納税者が不服

申立てを申請したもののまだその決定が出され

ていない場合には、DGT は不服申立ての結論

を出す際に相互合意の内容を考慮する。  

同様に、MAPの相互合意が不服申立ての決定

が出されたものの納税者がその控訴をしていな

い、または申立てが却下されている場合には、

DGT は不服申立ての決定を修正する。 
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もし MAP が相互合意に至っていない場合には、

DGT の更正や決定は有効なままである。  

(3) 誰が MAP の申請をできるか？ 

MAP を申請できる者は以下のとおりである。 

 インドネシア居住納税者が DGT を通じて

申請 

 DGT 自身、または 

 相手国の税務当局 

(4) インドネシア居住納税者が DGT を通じて

MAP を申請 

当規定ではインドネシア居住納税者による

MAP の申請ができるのは以下の場合としてい

る。 

 条約締結国の関連当局が、外国納税者と

の取引に関してインドネシア納税者にとっ

て二重課税となるような移転価格に関す

る更正を行う、あるいは行われる見込み  

 条約締結国の関連当局が、インドネシア

納税者が相手国に有する恒久的施設

(PE)に対し、条約から逸脱した課税を行う、

あるいは行われる見込み  

 双方居住者（インドネシアおよび条約締結

国のいずれにおいても居住者）の問題、

または  

 条約締結国での源泉所得（源泉税含む）

に関しての条約から逸脱した規定の適用  

 インドネシア居住納税者が MAP を申請す

る際に必要な情報は次のとおりである。 

 インドネシア居住納税者および相手国側

納税者の ID（名前およびその証明） 

 相互協議の対象となる課税年度および／

あるいは課税対象期間 

 条約相手国の税務当局による修正に関

する説明および取引の実態、金額、修正

の根拠、および 

 インドネシア居住納税者の上記修正に関

する見解  
申請および補足資料は Director of Tax 
Regulation II に提出されなければならない。こ

の以前は MAP の申請は納税者が登録されて

いる所轄の税務所に提出されなければならな

かったことから変更されている。  

MAP の申請は相互協議が合意されるまでは撤

回できる。  

(5) DGT による MAP の申請 

DGT は必要に応じて MAP の申請を行うことが

できる。申請が必要とされる場合とは以下のと

おりである。 

 誤った情報を示唆する過去の相互協議結

果のレビュー  

 DGT による対応的調整の要求  

 納税者の事前価格確認制度（以下：

「APA」）の申請のフォローアップ、または  

 租税条約における一定の条項の解釈  

(6) 条約相手国の税務当局による MAP の申

請 

条約相手国の税務当局は次のようなケースで

MAP の申請を行うことがある。 

1) DGT がインドネシアに恒久的施設

（Permanent Establishment）を有する条

約相手国の納税者あるいはインドネシア

居住納税者に対して、外国納税者との取

引に関して租税条約に逸脱するような更

正通知（移転価格に関する修正も含む）を

発行  

2) 条約相手国の税務当局による対応的調

整の要求  

3) 双方居住者、または 

4) 外国納税者の APA のフォローアップ  

PMK-240 は以前の MAP の規定で不明確だっ

た部分を明らかにした。上記 1)では条約相手国

の税務当局（主にその国の納税者からの申請

に基づく）がインドネシア内の関連者との取引に

関して DGT が移転価格の修正を行った場合に、

二重課税を回避するために MAP の申請を行う

ことができることを示している。つまり、インドネ

シアの納税者がDGTによる更正に関してMAP
を申請したい場合には、相手国からその要求が

来なければならない。DGT はその申請につい
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てインドネシア納税者に確認を行い、相手国の

納税者あるいはインドネシア納税者に補足資料

および情報の要求をすることとなる。 

MAP の申請は Director of Tax Regulation II
に提出されなければならない。条約相手国の税

務当局は相互協議の合意前まで MAP の申請

を取り下げることができる。 

この規定ではまた条約相手国の税務当局が

MAP の申請をするために必要な文書および情

報の一覧が示されている。当該情報は以下の

とおりである。 

 外国納税者およびインドネシア側納税者

の ID（名前およびその証明） 

 相互協議の対象となる課税年度および／

あるいは課税対象期間 

 租税条約に反して行われたインドネシア

の納税者または DGT の行為 

MAP の申請が移転価格に関するものである場

合、MAP の申請を進められるかどうかの検討

のため DGT は該当する租税条約の修正条項

を調査する。 

(7) MAP の手続 

規定では MAP の手続は MAP 導入チームによ

り実施されると定めている。このチームは MAP
の申請の検証、補足資料および追加情報の要

求、納税者の事業所の訪問、ポジションペー

パー（見解書）の作成、その他の行動等の実施

を行う。 

DGT は条約相手国の税務当局と直接のミー

ティングや電子的なコミュニケーション、電話等

によるコンサルテーションも行う。コンサルテー

ションは初めのコンサルテーションの後 3 年以

内に完了しなければならないが、DGTと条約相

手国との合意により延長することもできる。 

(8) MAP 手続の却下または中止 

規定では MAP の手続の中止となる理由につい

ては次のとおりである。 

 文書の不備 

 情報の欠落 

 相互協議が合意に至らないとされる強い

兆候 

 インドネシアの納税者がMAP の申請を取

下げ 

 相互協議の草案に対し納税者が承認しな

い 

 相互協議の合意前に税務裁判の判決が

下された 

(9) 相互協議の草案 

DGT および条約相手国の税務当局は相互協

議の草案を作成する。インドネシア納税者は次

に草案の合意の確認を求められる。草案がす

べての当事者に合意されたら、DGT は相互協

議に関する決定書を発行する。 

(10) 情報秘匿 

当規定では納税者から MAP 手続の目的で提

出される書類は法令にのっとり最大限の秘匿

性を持って扱われるとしている。 
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/ao 
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